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【受診】 

 Ｑ１ 職務中に負傷しました。まず、何をしたらいいですか。 

 まず、負傷の状況や内容を所属に報告するとともに、医療機関を受診してください。そ

の後、所属の公務災害担当者と相談しながら、公務災害の認定請求書を作成し、所属を通

じて基金に提出してください。 

 

 

【受診】 

 Ｑ２ 公務（通勤）災害と考えられる場合、医療機関を受診する際に注意することがあり 

   ますか？ 

 初めて医療機関を受診する際に、公務災害・通勤災害の取扱いになる可能性があること

を医療機関に説明し、支払を猶予してもらってください。また、共済組合員証は使用しな

いようにしてください。 

 

 

【受診】 

 Ｑ３ 初診時に共済組合員証を使用して治療を受けた場合、公務災害に認定された後はどう 

   すればよいですか？ 

 医療機関等に公務災害に認定されたことを説明し、可能であれば、初診時に遡って共済

組合扱いから公務災害扱いに切り替えてもらうよう依頼してください。（自己負担分を医療

機関から返還してもらってください。） 

 初診時に遡っての切り替えができない場合は、可能な時期から公務災害扱いに切り替え

てもらい、それまでの自己負担分については、「第３章 補償及び福祉事業の内容と請求」

の３頁「治療費等の全額を被災職員が負担した場合」の例により基金へ請求してください。 

 

 

【受診】 

 Ｑ４ どの医療機関で受診してもかまいませんか？ 

 診療を受ける医療機関は、被災職員が自由に選択して差し支えありませんが、応急手当

の場合を除いて、原則として療養に都合のよい自宅又は通勤場所の近くで、かつ、その傷

病に対する専門の医療機関が適当と考えられます。 

 

 

【受診】 

 Ｑ５ 接骨院、鍼灸院等で療養を行うことはできますか。 

 可能です。ただし、接骨院等（柔道整復師が施術を行う施術所）では、打撲及び捻挫並

びに脱臼及び骨折への応急手当については、柔道整復師限りで施術を行うことができます

が、応急手当を除く脱臼や骨折への施術については、医師の同意が必要です。 

  また、鍼灸院等（あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師が施術を行う施術所）で、

マッサージ、鍼、灸等を受ける場合は、「施術同意書」（地基山形様式第13号）により、医

師の同意を得てください。 
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【受診】 

 Ｑ６ 公務災害、通勤災害に認定された後の、医療機関での手続を教えてください。 

 様式集にある「医療機関へのお願い」と、「療養の給付請求書」（様式第5号）（基金指定

医療機関の場合）又は「療養補償請求書」（様式第6号）（基金指定医療機関以外の場合）を、

医療機関に提出してください。 

 

 

【対象】 

 Ｑ７ 臨時職員、非常勤職員が公務により被災した場合、補償を受けることはできますか？ 

 基金の補償の対象職員は、地方公務員災害補償法により、常勤職員並びに非常勤職員の

うち、再任用短時間勤務職員及び常勤的非常勤職員となっています。 

 これ以外の非常勤職員については、各所属団体の定める条例又は労働者災害補償保険法

（労災）等の対象となり、各所属団体において補償の事務を行うことになります。 

 非常勤職員の職種及び勤務する事業の内容により、いずれかの災害補償制度が適用され

ることとなりますので、詳しくは、所属団体の公務災害担当者にお問い合わせ下さい。 

 

 

【認定】 

 Ｑ８ 職場で起きた災害はすべて公務災害と認められますか？ 

 負傷については、公務と関連性のない私用の際の負傷などの公務遂行性が認められない

場合は公務災害と認められません。また、職務遂行中の負傷であっても、負傷の原因が明

らかに職員の素因による場合（骨の変性等の素因が主な原因による骨折など）や天災地変

の自然災害による場合など、公務起因性が認められない場合には、公務災害と認められな

い場合があります。 

 疾病については、職員がもともと有していた素因や基礎疾患が発症に大きく関わってい

る場合が多いため、疾病が発症したと考えられる種々の原因のうち、公務が相対的にみて

有力な発症原因と認められる場合に限り、公務上の疾病として認められます。公務遂行中

に発症したとしても、公務災害と認められるとは限りません。 

 

 

【認定】 

 Ｑ９ 市内出張の場合、出張命令簿を作成していません。添付書類はどうすればよいです 

   か？ 

 勤務公署を離れて職務を行う命令がされていたことを客観的に確認する必要があります

ので、出張命令簿を作成していない場合は、次の事項を記入した「申立書」を所属長名で

提出してください。 

 (1) 出張命令簿を作成しない理由は何か。 

 (2) 出張命令簿の作成により出張命令を行わない場合において、職員に対する出張命令 

  はどのようにして行われているのか。 

 (3) 被災職員に対して行った出張命令の内容（日時、用務先及び用務内容）は何か。 
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【認定】 

 Ｑ10 出張時に自宅から直接目的地に赴き、又は、目的地から直接自宅に帰る場合は、合 

   理的経路と認められますか？ 

 合理的経路とは、旅費計算の基礎となった旅行命令を受けている経路です。勤務場所に

寄らず自宅から直接目的地に赴き、又は、目的地から直接自宅へ帰ることを任命権者に認

められている場合は、自宅⇔目的地も合理的経路として取り扱います。 

 

 

【認定】 

 Ｑ11 出張で自家用車を用いた場合、合理的方法と認められますか？ 

 出張の手段として自家用車使用が認められている場合は、特に問題ありません。 

 万一、自家用車使用が認められていない出張で事故が起こった場合は、自家用車使用の

禁止の程度、禁止措置の励行状況、個々の事案について自家用車を使用せざるを得なかっ

た公務上の緊急性、必要性、合理性等（例えば、交通機関の運行状況や出張経路の所要時

間等から考えて、所要時間が通常の交通機関の利用に比べて相当短縮される場合、用務先

が２か所以上あるため自家用車の必要度が極めて高い場合等）を検討して判断します。 

 

 

【認定】 

 Ｑ12 通勤届と異なる経路での通勤途上に事故に遭いました。この場合は、合理的な経路 

   と認められますか？ 

 合理的経路とは、社会通念上、一般に職員が移動に用いると認められる経路をいい、定

期券による経路、通勤届による経路などのほか、定期券又は通勤届による経路ではないが、

通常これと代替することが考えられる経路、当日の交通事情によりやむを得ず迂回する経

路、自動車通勤者がガソリン補給のために迂回する場合などの通勤に伴う合理的必要行為

のための経路などは、合理的経路に該当しますが、特別の事情がなく著しく遠回りとなる

経路などは、合理的な経路とは認められません。 

 認定に当たっては、個別の事案ごとに判断することとなりますので、疑義がある場合は、

お問い合わせください。 

 

 

【認定】 

 Ｑ13 業務中に腰痛を発症したのですが、公務上の災害として認められますか？ 

 腰痛の発症原因は様々であり、職務遂行に伴う過度の負担や疲労の蓄積に加え、加齢に

よる腰椎の変性や日常生活における運動量といった個体的要因など、多くの要因が影響し

て発症するものとされています。 

 腰痛に関する認定基準では、「災害性の原因による腰痛」と「災害性の原因によらない腰

痛」に区分し、「災害性の原因による腰痛」については、通常の動作とは異なる動作による

腰部に対する急激な力の作用が、公務遂行中に突発的な出来事として生じたと明らかに認

められるものであり、かつ、その力が腰痛を発症させ、腰痛の既往症を再発させ、又は基

礎疾患を著しく増悪させたと医学的に認めるに足りるものである場合に、公務上の災害と

して取り扱うこととされています。 
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 また、「災害性の原因によらない腰痛」については、いわゆる職業性疾病として認められ

る要件が定められています。 

 なお、腰椎椎間板ヘルニア、変形性脊椎症、腰椎分離症、すべり症等を発症したとして

認定請求がなされた場合には、これらの疾病は、椎骨自体が損傷するような交通事故等の

重度の事故の場合を除けば、一般的には本人が加齢等により有していた基礎疾患と考えら

れることから、公務遂行中に生じた上記のような災害性の原因により当該基礎疾患を増悪

させたと認められる場合に限り、公務上の災害と認定され、その療養補償の対象期間も、

原則として急性症状消退までに限定されることとなります。 

 

 

【補償】 

 Ｑ14 公務災害の場合と通勤災害の場合では、補償面でどのように異なりますか？ 

 補償の内容及び支給額に違いはありません。ただし、福祉事業の「障害特別援護金」及

び「遺族特別援護金」の支給額が、公務災害の方が通勤災害よりも高くなっています。 

 

 

【補償】 

 Ｑ15 補償される診療内容に制限等はありますか？ 

 療養補償の対象となる経費の範囲は、健康保険における療養の給付と同様の内容を基本

としており、健康保険で認められていない特殊な治療・新薬などは給付の対象となりませ

ん。 

 なお、治ゆ（又は症状固定）後の診療は、療養補償給付の対象になりません。 

 

 

【補償】 

 Ｑ16 公務（通勤）災害認定請求時に転医している場合、転医前・後の病院の両方の診 

   断書を提出する必要がありますか？ 

 診断名に大きな変更などがない限り、通常は療養補償の実施上新たに診断書を取り直す

必要はありませんので、どちらか１通（確定診断名が記載してあるもの。「疑い」は不可）

を提出してください。また、この場合、２通提出されても１通分しか療養補償の対象とは

なりません。（なお、診断書料は、公務上又は通勤該当の災害と認定された事案についての

み、補償の対象となります。） 

 

 

【補償】 

 Ｑ17 障害補償の請求書に添付する「残存障害診断書」は、補償の対象となりますか？ 

 障害等級に該当するか否かの結果にかかわらず、療養補償の対象となります。（ただし、

公務又は通勤災害と認定された事案に限ります。） 
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【補償】 

 Ｑ18 公務（通勤）災害の療養のために、休暇申請に診断書を添付しなくてはいけません。 

   この診断書料は、補償の対象となりますか？ 

 補償の対象となる診断書等の文書料は、補償の実施上必要な文書（地方公務員災害補償

基金業務規程により請求書等に添付することを義務付けられている診断書等）に限られま

す。したがって、例えば保険会社への請求に使用するものや、所属へ病気休暇を申請する

など服務関係等に使用するものは療養補償の対象外です。 

 

 

【補償】 

 Ｑ19 目と肩を同時に負傷し、眼科と整形外科を受診しました。認定請求書には双方の診 

   断書を添付するように言われましたが、この場合も診断書料は１通分しか補償の対象 

   とならないのですか？ 

 認定請求に当たって、異なる複数の診療科の診断書が必要な場合は、それぞれ１通分を

対象とします。 

 

 

【補償】 

 Ｑ20 個人的に傷害保険に加入しています。基金の補償との関係はどうなりますか？ 

 傷害保険や生命保険等から支払われる保険金については、原則として、基金が実施する

補償等と調整することはありません。 

 

 

【補償】 

 Ｑ21 公務災害の療養のため、通院にタクシーを利用したのですが、タクシー料金は補償 

   の対象になりますか？ 

 療養補償の対象となる通院のための交通費は、原則として、電車、バス等の公共交通機

関の利用について認めています。 

 タクシーの利用は、医師の判断はもとより、被災職員の傷病の部位及び状況（例：両足

骨折）、地理的条件及び当該地域の交通事情等を総合的に勘案して、やむを得ず利用しなけ

ればならなかったと認められる場合に限り、例外的に対象とします。 

 支給額は、社会通念上当該地域において妥当と認められる額の範囲内で被災職員が 実際

に負担した額です。 

 なおこの場合は「通院費証明書（地基山形様式第9号）」により、医師から証明を受けて

ください。 

 

 

【補償】 

 Ｑ22 個室（特別室）等の利用は、補償の対象となりますか？ 

 入院に当たっての個室（特別室）の利用については、①他の患者から隔離しなければ適

切な診療を行うことができないと認められる場合（例：病状が重篤で絶対安静を必要とす

る場合、手術のため常時監視を要する場合）、②傷病の状態から隔離しなければ他の患者の
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療養を著しく妨げると認められる場合、③普通室が満床で、かつ、緊急に入院療養させる

必要があると認められる場合、④その他特別な事情があると認められる場合、のいずれか

に該当する場合であって、これらの事情により個室等を利用する必要があると認められる

期間についてのみ、社会通念上当該地域において妥当と認められる額の範囲内で被災職員

が実際に負担した額が対象となります。 

 

 

【補償】 

 Ｑ23 接骨院での手当も療養補償の対象になりますか？ 

 療養補償に係る柔道整復師による施術については、脱臼又は骨折の患部に対する応急手

当としての施術のほか、打撲又は捻挫の患部に対する施術も柔道整復師限りで行うことが

できるものであって、これらは療養補償の対象となります。 

 また、公務（通勤）災害認定請求書に添付する診断書については、療養として柔道整復

師による施術のみが行われる場合は、当該柔道整復師の所見をもって診断書に代えること

ができます。 

 

 

【療養】 

 Ｑ24 療養の中途で病院を変えましたが、何か手続が必要ですか。また、全部の治療費が 

   療養補償の対象となりますか？ 

 原則として「転医報告書（地基山形様式第10号）」を提出してください。 

 療養補償については、医療上又は勤務上必要と認められる転医の場合は、転医後の病院

での診療も原則として補償の対象となりますが、医療上又は勤務上必要と認められない自

己都合による転医の場合等は、初診料や各種検査料等の転医前の病院と重複する部分は、

補償の対象とはならず、自己負担となります。 

 また、一つの医療機関に通院していながら、医学的にその必要がないのに別の医療機関

に通院するような場合についても、重複診療となるため療養補償の対象となりません。 

 

 

【療養】 

 Ｑ25 基金から任命権者を通じて、公務災害を受けた所属職員について、「療養の現状等に 

  関する報告書」又は「治ゆ届」を提出するよう、連絡がありました。 

   被災職員に、どのように連絡すればよいでしょうか。 

 被災職員は、認定を受けた傷病が治ゆした場合は「治ゆ届（地基山形様式第11号）」、ま

た、治ゆしていなくても療養の開始から１年６ヶ月を経過した場合は「療養の現状等に関

する報告書（様式第38号）」を提出する必要があります。 

 このため、基金では、任命権者に対し、毎月、療養の開始から１年６ヶ月を超える被災

職員について、注意喚起のため、いずれかの報告書を提出するよう依頼しているところで

す。 

 所属においては、当該職員に対し、この制度を改めて御説明いただくとともに、地方公

務員災害補償制度における「治ゆ」の考え方を踏まえ、主治医とも相談の上、いずれかの

報告書を提出いただくよう御連絡ください。 
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 なお、地方公務員災害補償制度における「治ゆ」の考え方は、以下のとおりとなってお

り、必ずしも、治療の終了や症状の完全な消退の場合を「治ゆ」とするものとは限りませ

んので御留意ください。 

 

◎「治ゆ」の考え方◎ 

 完全に治った場合のほか、症状が固定し、もはや医療効果が期待し得ないもの（医学上

一般に承認された治療方法によっては傷病に対する療養の効果を期待し得ない状態となり、

かつ、残存する症状が自然的経過によって到着すると認められる最終の状態に達したとき）

をいいます。 

 具体的には、残存する疼痛等に対し対症療法を行っている状態や、疾病においては、急

性症状が消退し、慢性症状が持続しても医療効果が期待し得ない状態などを指します。 

 

 

【療養】 

 Ｑ26 治ゆ届は、どのような状態になれば提出すればよいですか？ 

 複数の傷病名が認定された場合、すべての傷病が「治ゆ」した時に提出してください。 

  地方公務員災害補償制度において、「治ゆ」とは、完全に治った場合のほか、症状が固定

し、もはや医療効果が期待し得ないものをいいます。（残存する疼痛等に対し、対症療法を

行っている状態は、「治ゆ」に該当します。） 

  また、認定において、「急性症状のみ」を公務・通勤災害と認定した場合は、急性症状が

消退し、慢性症状に移行したと認められる時期をもって「治ゆ」とします。 

 なお、「治ゆ届」は被災職員が記入してください。医師が記入・証明を行った場合でも文

書料等の経費は補償されませんのでご留意ください。 

 

 

【平均給与額】 

 Ｑ27 平均給与額算定書の「勤務した日数」とは何を指すのですか？ 

 勤務した日数には、現実に勤務した日のほか、現実には勤務しなかったが給与支給の対

象となる日（例えば、有給の休暇、職務専念義務免除、国民の休日等）が含まれます。 

 逆に「勤務した日数」に含まれないものは給与の支給の対象とならない日を指し、土曜、

日曜等の勤務を要しない日及びその振替日、欠勤等により給与が支給されない日等で、現

実に勤務しなかった日をいいます。 

 

 

【平均給与額】 

 Ｑ28 平均給与額算定の際に、時間外勤務手当の実績は「勤務した月」に含めるのですか。 

   それとも「支給された月」に含めるのですか？ 

 時間外勤務手当のように、勤務した翌月（支給月）に支払われる給与については、「勤務

した月」の給与として取扱います。 
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【平均給与額】 

 Ｑ29 平均給与額算定の際の「補償を行うべき事由の生じた日（補償事由発生日）」とはい 

   つの時点を指すのですか？ 

 補償の種類ごとに以下のとおりです。 

 ・休業補償の場合： 療養のため勤務することができず、給与を受けない日 

 ・傷病補償年金の場合： 療養開始後１年６か月を経過した日 

 ・障害補償の場合： 負傷又は疾病が治った日 

 ・遺族補償、葬祭補償の場合： 職員が死亡した日 

 

 

【平均給与額】 

 Ｑ30 平均給与額算定の基礎となった月の給与が遡及して改定されたのですが、平均給与 

   額を見直す必要がありますか？ 

 遡及して給与が改定された場合は、改定後の給与額に基づいて平均給与額を再計算する

必要がありますので、改定内容の分かる資料を提出してください。 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ31 交通事故や職務上の怨恨により殴られた場合など、第三者（相手方）の行為により 

   公務災害・通勤災害が発生した場合（第三者加害事案）の注意点を教えてください。 

 第三者加害事案の場合、被災職員は第三者に対する損害賠償請求権と基金に対する補償

請求権を同時に取得することになりますが、同一の損害に対し二重に補填を受けることは

できません。 

 基金では、被災職員には第三者若しくは保険会社に対して、直接治療費等を請求してい

ただく「示談先行」を原則としています。（例えば交通事故の場合、相手方の自賠責保険を

まず使用するなど） 

 しかし、加害者が不明、加害者に資力がない、治療費が高額になる等のやむを得ない事

情がある場合には、基金に対して治療費の請求を行う「補償先行」を選択することも可能

です。（基金の補償が先行した場合、その範囲で後日、基金が第三者に求償します。） 

 また、被災直後には、「第三者及び保険加入の確認」、「警察署への届出」、「医師の診断」、

「所属長への報告」、「現場状況の記録」などを行う必要があります。 

 なお、事故現場などで、安易に損害賠償請求の方法やその放棄など、第三者との間に示

談成立と受け取られる可能性のある口頭での約束や文書の手交等は行わないでください。 

第三者及び保険加

入の確認 

○ 第三者（場合により使用者、親権者等）の住所、氏名、職業等 

 を確認してください。 

○ 交通事故であれば、自賠責及び任意保険会社名、保険証明書番 

 号、契約者名、加入年月日等を確認してください。 

警察署への届出及

び交通事故証明書

の申請 

○ 交通事故の場合、法律によって、運転者には警察に届け出る義 

 務があります。いかなる事故（例えば構内事故、同乗者加害、自

損事故）も警察に届け出てください。 

○ 警察への届出に基づき、自動車安全運転センターが発行する交 

 通事故証明書の交付申請をしてください。 
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医師の診断 ○ たとえ軽傷であっても第三者と同行の上、医師の治療を受けて

ください。 

所属長への報告 ○ 災害の概要、執った措置の内容を電話連絡等によりできるだけ 

 早く報告してください。 

その他 ○ 現場状況の記録、目撃者の確保等をしておくと、後日過失割合 

 等が問題になったとき、その立証が容易になります。 

  ※ 被災職員が人身傷害補償保険に加入している場合、保険会社に対して公務・通勤災害 

   に認定された旨の通知を行う必要がありますので、基金に対して必ず報告を行っていた 

   だくようお願いします。 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ32 信号待ちの停車車両に追突して負傷しました。相手方のある交通事故なので第三者 

   加害事案として書類を提出することとなりますか？ 

 被災職員にセンターラインオーバー、追突、信号無視等の一方的な過失があり、相手方

の自賠責保険から支払われない場合は、通常事案として取り扱いますので、第三者加害事

案の書類は不要です。 

 ただし、上記に該当するかどうかは基金支部にご確認ください。 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ33 同僚職員と公用車で出張中、同僚職員が運転を誤り、歩道に乗り上げ、同乗してい 

   た職員が怪我をしました。誰に対して損害賠償の請求をすることができますか。 

 同僚職員の加害行為によって災害が発生した場合、基金はその治療費等の補償を行って

も同僚職員へ求償することはありません。自賠責保険法第３条では、「自己のために自動車

を運行の用に供する者は、その運行によって他人の生命又は身体を害したときは、これに

よって生じた損害を賠償する責に任じる」と規定されており、この場合、同僚は「他人」

に当たりますので、公用車の自賠責保険会社に治療費や慰謝料等を請求することができま

す。 

 ただし、被災職員が「運転補助者」（自賠法第２条第４項）に当たる場合には、自賠責保

険会社へも請求ができません。（運転補助者とは、車掌、助手など業務として運転者の運転

行為に参与してこれを助けている者を言います。） 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ34 同僚職員と公用車で現場へ向かい、現場到着後、公用車から機材を降ろしていたと 

   ころ、同僚職員が被災職員に気づかず、ドアを閉めたので、手を詰めて怪我をしまし 

   た。 誰に対して損害賠償の請求をすることができますか。 

 Ｑ33と同様に、同僚職員の加害行為によって災害が発生した場合、基金はその治療費等

の補償を行っても同僚職員へ求償することはありません。自賠法第３条の「運行」とは、

「人又は物を運送するとしないとにかかわらず、自動車を当該装置の用い方に従い用いる」

（自賠法第２条第２項）ことを言います。「当該装置の用い方に従い用いる」の解釈は分か
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れますが、当該自動車に固有の装置の全部又は一部を操作すれば、走行しなくても運行に

当たるとする考え方が有力です。 

 具体的には、停止中のドアの開閉による事故やクレーン車のクレーン、ミキサー車のミ

キサー、トラックの側板などの装置を固有の目的によって操作している間の事故、下り坂

での惰力走行による事故なども「運行」とみなされ、自賠責保険の補償の対象となります。 

 したがって、この場合には、公用車の自賠責保険会社に治療費や慰謝料等を請求するこ

とができます。 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ35 職員が自転車で通勤中、前方から進行してきた自動車とすれ違った際、恐怖心から 

   平衡感覚を失い転倒、負傷しました。被災職員の自転車と自動車は接触していません 

   が、自動車の運転手に不法行為責任が生じる場合がありますか。 

 本件のような非接触事故の場合には、主に加害行為と結果発生の間の因果関係の有無が

焦点となります。この因果関係については、加害行為と結果発生の間に、Ａの行為がなけ

れば通常Ｂの結果が生じるという程度まで因果関係が認められること、つまり相当因果関

係があると認められる必要があります。 

 最高裁は「車両の運行が被害者の予想を裏切るような常軌を逸したものであって、歩行

者がこれによって危難を避けるべき方法を見失い転倒して受傷するなど、衝突にも比すべ

き事態によって傷害が生じた場合には、その運行と歩行者の受傷との間に相当因果関係を

認めるのが相当である」（最高裁Ｓ47.５.30）とし、非接触事故でも相当因果関係を認めて

います。 

 しかしながら、どのような場合に相当因果関係が認められるかについては、明確な判断

基準が定められていないため、個々の判例を参考に判断することになります。 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ36 中学校で生徒から暴力を受けましたが、誰を第三者と認定し、損害賠償を請求すべ 

   きですか。 

 中学生であれば一般的に責任能力はあると考えられ、加害生徒は民法第709条における不

法行為責任が認められ、第三者と認定することとなります。 

 加害生徒は通常無資力であるので、加害生徒の親権者等の監督義務者（以下「親権者等」

という。）を第三者に認定できるか否かについて検討することとなりますが、原則として加

害生徒本人に不法行為責任が認められると、親権者等には同法第714条による責任は問えま

せん。ただし、加害生徒が以前から非行を行っており、親権者等が適切に指導監督をして

いなかったために当該加害行為に及び、その結果損害が発生したというように、親権者等

の監督義務違反と損害発生の間に相当因果関係が認められる場合には、親権者等に対して

民法第709条の不法行為責任を追求することが可能とされています。（最高裁Ｓ49.3.22判決） 

 被災職員及び所属（学校）は、加害生徒や保護者等と積極的に交渉の場を持ち、加害行

為の状況説明や過失割合、損害予定額、弁済方法等について協議を行ってください。 
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【第三者加害】 

 Ｑ37 被災職員が第三者の敷地内に入ったところ、第三者の飼い犬に咬みつかれ負傷しま 

   した。この場合、犬の飼い主と被災職員の過失割合はどのようになりますか。 

 民法第718条は、動物の占有者又は管理者が動物の種類及び性質に従い相当の注意をもっ

て管理をなしていない場合は、当該占有者又は管理者（以下「占有者等」という。）は民法

上の損害賠償の責任を負うことを規定します。 

 飼い犬が咬みついた場合、犬の占有者等は相当の注意をもって犬を管理していたことを

立証できない限り損害賠償は免責できません。そして、その立証は困難であるため、犬の

占有者等が損害賠償を免れることは稀です。 

 被災職員側の過失の判断に当たっては、以下の点に着目する必要があります。 

 １ 被災職員の注意義務（予見可能性） 

  ・ 近づけば危険なことを容易に察知し得たのに漫然と犬に近づいていないか。 

  ・ みだりに他人の屋敷に入り犬を興奮されていないか。 

  ・ 一般に開放されていない土地に無断で立ち入っていないか。 

 ２ 被災職員の事故時の行動の損害拡大への寄与度 

  ・ 係留中の犬を挑発していないか。 

 

 

【第三者加害】 

 Ｑ38 未成年者あるいは心神喪失者の行為による災害について、誰を第三者として認定す 

   べきですか。 

 未成年者の場合には、小学校を卒業する12歳くらいの年齢になれば一般的に責任能力は

あると考えられ、この場合、当該未成年者を第三者と認定することができますが、心神喪

失者の場合には民法第713条の責任能力はないとされているため、第三者と認定できません。 

 加害者に責任能力がない場合には、加害者本人には損害賠償責任は生じず、未成年者に

対する親権者や未成年後見人、あるいは精神障害者に対する「精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律」における保護者等の法定の監督義務者が損害賠償の責任を負うことにな

ります。なお、監督義務者は加害行為そのものに対してではなく生活行動一般を監督する

責任を負うので、その場にいないといったことは責任を免れる理由にはなりません。 

 ただし、精神病院の医師等が入院中の患者から加害行為を受けた場合のように、法定の

監督義務者に代わって監督をする者（以下「代理監督者」という。）の監督すべき範囲にお

いて、当該監督の瑕疵により災害が発生した場合には、代理監督者（この場合は病院長）

に損害賠償責任が生じる可能性がありますが、監督義務者が代理監督者に監督させたこと

が監督義務者としての義務を怠らなかったことになる場合には、監督義務者は賠償責任を

免れることになります。 
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【第三者加害】 

 Ｑ39 職務中、住民から暴力を受けました。どのように対応すべきですか。 

 各任命権者においては、行政の公正かつ円滑な執行及び職員の安全を確保するため、行

政機関への不当要求行為等に対して、対策要綱やマニュアルを定められていると思われま

す。参考までに、本県では「山形県行政対象暴力対処マニュアル」が定めています。 

 こうした要綱やマニュアルに基づき、住民からの暴力行為に対しては毅然たる態度で、

組織的な対応を行うことが求められており、暴力を受けた場合などは警察へ通報すること

とされています。 

 また、暴力行為の責任として、刑事上の責任と民事上の責任があります。 刑事上の責任

としては、公務執行妨害罪（刑法第95条）、傷害罪（刑法第204条）、暴行罪（刑法第208条）

などに問われる可能性がありますが、刑事上の責任は、過失が十分に立証できない場合

（嫌疑不十分）や、立証できるとしても過失の程度が軽微などの理由で処罰する必要がな

い場合（起訴猶予）などでは不起訴処分となる場合があります。 

 これに対し、民事上の責任である不法行為責任は、故意又は過失によって他人の権利を

侵害し、これによって他人に損害を生じさせたことに基づく責任です。こうした違いから、

刑事上の責任は問われなくても、民事上の不法行為責任が認められるケースが出てきます。 

 加害者は、刑事上で不起訴処分となったので、民事上の責任もないと主張する場合があ

りますが、全く異なる責任であることを理解させてください。 

 基金は、刑事上の責任には関与しませんが、民事上の責任を追及する上で、加害者の刑

事上の責任も併せて追求した方が有利になることが多いことから、刑事上の責任の追及も

検討すべきであると考えます。 

 なお、未成年者が刑事上の責任を問われるのは、満14歳以上とされています。 

 

 

【その他】 

 Ｑ40 公務（通勤）災害の認定請求に時効はありますか？ 

 認定請求には時効の定めはありませんが、「補償を受ける権利」（補償請求の事由となる

災害が発生した場合に、補償の受給権者の要件に該当する者が、基金に対して行う補償の

支給決定の請求権をいいます。）については、２年間（障害補償及び遺族補償については５

年間）行われないときは、時効によって消滅することとされています。 

 なお、石綿による疾病により死亡した場合の遺族補償の時効については、特例的に取り

扱うこととされています。 

 

 

【その他】 

 Ｑ41 退職後も認定請求できますか？ 

 在職中の公務が原因で災害が発生したとして請求される場合で、補償を受ける権利の時

効期間が満了していない場合は、退職後も認定請求できます。 

 通常の事案と同様に、災害発生時の所属部局の長の証明を受けて、任命権者を経由して

書類を提出することとなります。 
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【その他】 

 Ｑ42 基金へ提出された認定請求書類を被災職員（本人）が閲覧したい場合、どのような 

   手続が必要ですか？ 

 「地方公務員災害補償基金の保有する個人情報の保護に関する規程」の定めるところに

より、本人から開示請求の手続を取ってもらう必要があります。基金は、開示請求を受け

て、保有個人情報の開示決定等に係る審査基準に基づき開示、部分開示、不開示を決定し、

開示請求者に通知します。 

 開示請求の具体的な手続については、基金支部にお問い合わせください。 
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【医療機関における請求手続】 

 Ｑ43 公務災害・通勤災害で負傷したという地方公務員が、治療のため来院しました。ど 

   のような手続をとればよいですか。 

 被災職員の請求により、公務災害・通勤災害の認定が行われた後、診療費をお支払いす

ることになりますので、診療費の請求については、一時留保いただくようお願いします。 

 公務災害・通勤災害の認定の後は、被災職員が、「療養補償請求書」（基金指定医療機関

以外の場合）等の必要書類を提出しますので、補償費用の受領委任欄及び診療費請求明細

（記入に代えてレセプトの添付可）を御記入いただき、被災職員にお渡しいただくか、基

金支部へ直接ご送付ください。 

 

 

【請求手続】 

 Ｑ44 診断書等の文書料の請求方法を教えてください。 

 療養補償請求書により請求してください。金額は、医療機関規定の文書料によることと

しますが、労災保険と同様に取り扱うようお願いします。なお、文書料は非課税となりま

すので、消費税相当額は加算しないでください。 

 

 

【請求対象】 

 Ｑ45 地方公務員災害補償基金の診療費の算定基準を教えてください。 

 社会保険診療報酬点数計算、労災保険、労災保険柔道整復師施術料金算定基準に準じて

計算してください。 

 

 

【請求対象】 

 Ｑ46 療養補償の請求時に、療養補償請求書取扱料を請求することはできますか。 

 労災保険では、療養の給付請求書取扱料（2,000円）が認められますが、地方公務員災害

補償基金では、指定医療機関以外の医療機関では補償請求の対象となりません。 

 

 

【請求対象】 

 Ｑ47 被災職員が認定を受けた傷病以外の傷病について、治療が必要になりました。どの 

   ような手続が必要ですか。 

 被災職員の療養補償は、認定を受けた傷病についてのみ行われることとなります。 

 新たな傷病（私傷病を除く）が検査により発見されたり、症状の変化により、新たな傷

病の治療が必要となった場合には、公務災害・通勤災害の「追加」認定が必要となる場合

があります。被災職員の傷病の状況等を基金支部まで御連絡いただくか、療養補償請求書

にその旨を記載の上、提出をお願いします。 

 

 

 

  


